




























































































































理した時は、その受理日から６ヶ月以内に、第５条第１項の規定による温泉源保護地区の指定に必要な手続を履行しなければならない。②第１項による期間に、特別自治道知事が温泉孔保護区域を指定しない時、又は市長・郡守（特別自治道知事は除く）が指定承認を申請し 時、温泉優先利用権者は市・道知事に温泉孔保護区域の指定又は指定承認を申請できる。この場合、市・道知事が承認（特別自治道知事の場合には指定の必要性の認定をいう）すると、市長・郡守はすぐその地域 温泉孔保護区域として指定・告知しなければなら 。（全文改正
 2011.5.30 ）
第７条（温泉専門検査機関の登録 ど）① 専門検査機関になろうとする者は、第２項の登録基準を証明できる書類（装備を賃貸し、使用する場合はその賃貸契約書を含む）と、法人では い場合は、設立根拠を証明する書類（法人ではない場合に該当 ）を添付し、行政安全部長官に登録・申請し、行政安全部長官は登録証を発行する。この場合、申請人が法人であれば、行政安全部長官は「電子政府法」第
36条第１項による行政
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流経法学　第1３巻 第 1 号













































流経法学　第1３巻 第 1 号
地域、 「産業立地および開発に関する法律」第６条、第７条および第８条による国家産業団地・一般産業団地・農工団地または「経済自由区域の指定および運営に関する特別法」 ４ 経済自由区域にある場合には該当開発促進地区開発計画、公園計画、観光地などの助成計画、産業蓄積活性化の基本計画、また経済自由区域開発計画に適合するよう、開発計画を策定しなければならない。
④














 第５項第４号によって開発計画またはその承認を取り消す場合、行政手続き 移行など、止むを得 い事由で、事業着手期限の延長が不可避だと認められれば、６ヶ月の範囲で一度だけそ 期限を延長できる。
⑦


















































































































































































































 「地下水法」第７条、第８条および第９条の４に基づき地下水を開発、利用したり、土地を掘削する過程で温泉を発見した場合は、第３項の温泉の賦存 能性の調査結果報告書を添付し、温泉掘削申告 しなければならない。この場合、温泉掘削申告 手続きなどに必要な事項は行政安全部令で定める。
⑤




































 温泉は、温泉保護地区（温泉孔保護区域を含む、以下はこの項と同様である。 ）で公衆 飲用又は「公衆衛生管理法」による公衆浴場若しくは宿泊業に優先的に提供されなければならない。但し、飲用又は交遊浴場用として利用し、その後の余る場合は開発計画 よって温泉を暖房用、エネルギー施設又は大統領令に定める産業施設および公衆施設に利用でき、温泉源保護地区の他の地域 対してもその利用 許可できる。
③


























 「学校保健法」第６条による娯楽施設設置の認定（学校環境衛生浄化区域で「観光振興法」による観光宿泊業および観光客利用施設を経営す 場合 み該当する）
②
 第１項に 認可・許可などの議題を受ける場合に 該当法律で定めている関連書類を一緒に提出しな れ
120


















































 第１項の規定により温泉発見届出を提出する者は、温泉の水温・水量・水質などに対して温泉専門検査機関が作成した温泉孔検査報告書を提出しなければならず 市長・郡守 検査結果、当該温泉を開発・利用する価値 あると認める時は、行政安全部令が定めるところにより届出を受理し、届出人にこの事実を通知しなければならない。
③
























































































































































































































































































































































10条の３の題目“ （事前環境性検討など） ”を“ （戦略環境影響評価など） ”とし、同条各号の他の部分の中で、
“ 「環境政策基本法」および「環境影響評価法」 ”を“ 「環境影響評価法」 ”へ、 “事前環境性検討または環境影響評価”を“戦略環境影響評価または環境影響評価”へとし、同条第２号前段において“ 「環境影響評価法」第２条第１号による環境影響評価”を“ 「環境影響評価法」第２条第２号による環境影響評価”へ、同号後段において“ 「環境政策基本法」による事前環境性検討”を、 “ 「環境影響評価法」による戦略環境影響評価”とする。〈
34〉および〈
35〉省略
第
10条
　
省略
